
 

 

千葉県県営住宅退去者の滞納家賃等に係る収納業務委託仕様書（案） 

 

（１）業務の名称 

  千葉県県営住宅退去者の滞納家賃等に係る収納業務委託 

 

（２）業務の目的 

  千葉県県営住宅退去者の滞納家賃等に係る収納業務について、債権回収の専門性・

ノウハウを有する事業者に委託することにより未収債権の収納率の向上を図る。 

 

（３）委託期間 

   契約締結日から令和７年３月３１日までとする。 

   ただし、千葉県（以下「県」という。）と受託者の合意により１年間延長（２回

を限度）を可能とする。 

 

（４）収納業務を委託する債権 

  １ 県外に所在する県営住宅退去者の滞納家賃等に係る債権 

  ２ 県内に所在する回収困難な県営住宅退去者の滞納家賃等に係る債権 

  ３ 退去後、行方不明・死亡等により請求先を調査する必要がある債権 

   

（５）委託業務の内容 

  １ 県営住宅退去者、連帯保証人、県営住宅退去者及び連帯保証人が死亡している

場合は相続人（以下、「債務者等」という。）に対する納付催告、納付交渉。 

    なお、県営住宅退去者及び連帯保証人が死亡している場合は第１順位から第３

順位までの相続人を対象とすること。 

  ２ 債務者等に対する納付指導、納付相談。 

  ３ 債務者等の返済能力に応じた分納誓約書の徴取及び分割納付の履行管理。 

  ４ 受託者は本業務専用の預金口座を金融機関で開設し、収納金を保管する。 

  ５ 債務者等に対して発出する振込書や通知等には、地方自治法施行令第１５４条

第３項の規定による事項（所属年度、債権名、収納すべき金額、納入義務者、納

入場所及び納入の請求の事由）を記載すること。また、県知事から収納業務を受

託し、その権限があることを明示すること。 

  ６ 専用口座への入金を確認後、県が指定する口座への振込並びに報告。 

 



 

 

  ７ 収納した滞納家賃等を県が指定する現金出納簿で整理すること。 

（現金整理簿を四半期毎に県に提出すること） 

  ８ 債務者等の所在が不明な場合は住民票等の取得により調査すること。 

  ９ 債務者等が死亡している場合は戸籍の取得により相続人を調査すること。 

１０ 納付交渉履歴、収納履歴、調査事項等の状況の報告。 

  １１ 債務者等からの苦情等への対応。 

  １２ 滞納家賃等の収納が困難と思われる場合は、県に報告書(任意様式)を提出し

た上、協議すること。(県が受託者による回収不能がやむを得ないと判断した

案件については県に返却する) 

 

（６）収納業務委託手数料の支払 

  １ 県は、委託した滞納家賃等について債務者等から収納した金額に企画提案にお

いて受託者自らが提案した成功報酬率を乗じて得た金額（１円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額）に消費税及び地方消費税相当額を加えた金額を収

納業務委託手数料として受託者に支払う。 

    なお、戸籍及び住民票の取得に係る諸経費並びに本業務の実施に要する費用一

切は受託者の負担とする。 

  ２ 県は、受託者に対し前項の収納業務委託手数料を毎四半期に受託者からの請求

に基づき支払う。 

    第１四半期   ４月１日から６月３０日 

    第２四半期   ７月１日から９月３０日 

    第３四半期   １０月１日から１２月３１日 

    第４四半期   １月１日から３月３１日 

 

（７）委託債権に係る情報提供 

  県は収納業務を委託する債権（以下「委託債権」という。）について受託者が委託

業務を行うために必要な情報を提供する。 

  具体的には、債務者等の住所（県営住宅の住所又は所在が判明している住所）、氏

名、生年月日及び収納すべき金額（滞納した年及び月ごとに整理したもの）等、収納

業務の遂行に必要な事項とする。 

 

（８）委託債権の追加、修正、中止 

  １ 県は、委託の追加を行う際は、受託者の了解を得た後に受託者に情報を提供す



 

 

るものとする。 

  ２ 県は、委託債権について受託者への情報提供後に提供した情報と異なる事実が

発覚した場合は速やかに受託者に報告するものとする。 

  ３ 受託者は、委託債権のうち特定の債権について千葉県から委託の中止の申し出

があった場合はこれに応じるものとする。 

 

（９）その他の留意事項 

  １ 受託者は、委託業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

県が特別な理由があると認め、あらかじめこれを承諾した場合は、この限りでな

いものとする。 

２ 受託者は、本業務の遂行に当たり、類似業務の十分な実績、技術等を有した 

スタッフを複数名従事させること。 

また、全業務を統括する責任者を置き、当該責任者はやむを得ない場合を除 

き、変更しないこと。 

  ３ 受託者は、本契約終了後、県と協議のうえ、本業務の過程で作成・収集等を行

った資料・記録について速やかに県へ送付又は処分すること。 

  ４ 本仕様書に定めのない事項については、関係法令によるほか、企画提案書の内

容を踏まえ、県、受託者双方協議の上、定めるものとする。 

   

 


